
議案第４９号

専決処分事項の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和

８年度八峰町一般会計補正予算（第２号）を別紙のとおり専決処分したので、同

条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承認を求めるものである。

令和８年８月７日提出

八峰町長 堀 内 満 也



専決処分第６号

専 決 処 分 書

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。

令和８年７月２４日

八峰町長 堀 内 満 也

令和８年度八峰町一般会計補正予算（第２号）

令和８年度八峰町の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９，４４８千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ６，２３０，５９６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債の追加は、「第２表 地方債補正」による。
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第２表 地方債補正

１ 追 加

起債の目的 限 度 額
起 債 の

方 法
利 率 償 還 の 方 法

林業施設災害復旧事業

千円

3,600 証書

借入

5.0％以内（ただし、

利率見直し方式で借り

入れる資金について、

利率見直しを行った後

においては、当該見直

し後の利率）

借入先融資条件によ

る。ただし、財政の都

合上、償還年限の短

縮、繰上償還または低

利に借換えすることが

できる。

公共土木施設災害復旧

事業

千円

15,300
〃 〃 〃

















(1) 一 般 公 共 事 業 債 21,928 19,487 0 2,445 17,042

(2)
防災・減災・国土強
靭化緊急対策事業債

6,000 5,260 0 742 4,518

(3) 一 般 単 独 事 業 債 1,377,990 1,464,735 92,700 195,528 1,361,907

(4)
(旧)緊急防災・減災
事 業 債

0 0 0 0 0

(5)
公 営 住 宅 建 設
事 業 債

6,048 3,029 0 456 2,573

(6)
教 育 ・ 福 祉 施 設 等
整 備 事 業 債

0 0 0 0 0

(7) 災 害 復 旧 事 業 債 144,625 183,228 18,900 53,482 148,646

(8) 過 疎 対 策 事 業 債 3,320,631 3,791,784 282,100 332,641 3,741,243

(9) 財 源 対 策 債 0 0 0 0 0

(10) 減 税 補 て ん 債 671 150 0 150 0

(11) 都 道 府 県 貸 付 金 9,900 8,910 0 990 7,920

(12) 臨 時 税 収 補 て ん 債 0 0 0 0 0

(13) 公 有 林 整 備 事 業 債 63,530 59,501 0 4,192 55,309

(14) 臨 時 財 政 対 策 債 1,324,565 1,141,977 0 138,631 1,003,346

(15) 減 収 補 て ん 債 6,504 6,106 0 398 5,708

6,282,392 6,684,167 393,700 729,655 6,348,212

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位：千円）

当 該 年 度 中 増 減 見 込

計

区 分
前々年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度末
現 在 高
見 込 額当該年度中

起債見込額

当該年度中
元 金 償 還
見 込 額
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